
厚生労働省保険局医療課 

平成30年度診療報酬改定の概要 
歯科 

平成30年度診療報酬改定 平成30年３月５日版 
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※ 本資料は現時点での改定の概要をご紹介するためのものであり、必ずしも最終的な施行内容が反映されてい
ない場合等があります。算定要件・施設基準等の詳細については、関連する告示・通知等をご確認ください。 



１．院内感染防止対策の推進 

２．地域包括ケアシステムの構築の推進 
 (1) かかりつけ歯科医の機能の評価 

 (2) 周術期等の口腔機能管理の推進 

 (3) 在宅歯科医療の推進 

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

 (1) 医学管理関連 

   ①ライフステージに応じた口腔機能管理  

   ②全身的な疾患を有する患者への対応 

 (2) 検査関連 

 (3) 処置、手術関連 

 (4) 歯冠修復及び欠損補綴関連 

 (5) 歯科矯正関連 

４．特定薬剤の算定方法の見直し 

５．特定保険医療材料の機能区分の見直し 

６．その他 （附帯意見、経過措置） 
 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築と 
医療機能の分化・強化、連携の推進 

平成30年度診療報酬改定 

平成３０年度診療報酬改定の概要（歯科） 

Ⅱ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で 
納得できる質の高い医療の実現・充実 
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本日の内容 

 １．かかりつけ歯科医の機能の評価 

 ２．周術期等の口腔機能管理の推進 

 ３．質の高い在宅医療の確保 

 １．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

  １－１） 院内感染防止対策の推進 

   １－２） ライフステージに応じた口腔機能管理の推進 

   １－３） 全身的な疾患を有する患者に対する 

        歯科医療の充実 

   １－４） 歯科固有の技術の評価 

        ・既存技術の実態にあわせた見直し  

        ・新規医療技術の導入 

         （医療技術評価分科会、先進医療会議） 

        ・区分C2(新機能・新技術)で保険適用された    

         新規医療技術の技術料新設 

        ・既存技術の評価の見直し 



 日常的に唾液や血液等に触れる環境下にある歯科外来診療の特徴を踏まえ、歯科医療機関における院
内感染防止対策を推進するため、歯科初診料及び歯科再診料の引き上げとともに施設基準を新設する。 

 
  
 
 

 

現行  

【初診料】  
 １ 歯科初診料                234点 

 注１ １については、保険医療機関において、初診を
行った場合に算定する。 

   

【再診料】  
 １ 歯科再診料                 45点  

 注１ １については、保険医療機関において、初診を
行った場合に算定する。 

 
 

改定後 

【初診料】  

 １ 歯科初診料                237点 

 注１ １については、歯科外来診療における院内感染防止
対策につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に適
合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険
医療機関において、初診を行った場合に算定する。こ
の場合において、当該届出を行っていない保険医療機
関については、226点を算定する。 

 【再診料】  

 １ 歯科再診料                 48点  

 注１ １については、初診料の注１に規定する歯科外来診
療における院内感染防止対策につき別に厚生労働大
臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚
生局長等に届け出た保険医療機関において、保険医
療機関において、初診を行った場合に算定する。この
場合において、当該届出を行っていない保険医療機関
については、41点を算定する。 

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進① 

歯科初診料、歯科再診料の見直し① 

・平成30年９月30日までの間における区分番号Ａ０００の１については、「237点」と
あるのは「234点」、同注９については、「23点又は25点」とあるのは「25点」、区分
番号Ａ００２の１については、「48点」とあるのは「45点」、同注８については、「３点
又は５点」とあるのは「５点」とする。 

・旧算定方法別表第二区分番号Ａ０００の注１及び区分番号Ａ００２の注１に係る規
定については、平成30年9月30日までの間は、なお従前の例による。 

［経過措置］ 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  



[基本診療料の施設基準等] 
第三 初・再診料の施設基準等 

 （新）  八の三 歯科点数表第１章基本診療料第１部初・再診料第１節初診料の注１に規定する施設基準 

(1) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき十分な体制が整備されていること。 

(2) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき十分な機器を有していること。 

(3) 歯科外来診療における院内感染防止対策に係る研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上 

      配置されていること。 

(4) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲示を行っていること。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

[経過措置（施設基準）] 

   ・歯科医療を担当する保険医療機関については、平成三十一年三月三十一日までの間に限り、 
    第三の八の三の(3)又は第三の九の(5)に該当するものとみなす。 

（通知） 

(1) 当該保険医療機関において、院内感染防止対策が行われていること。 

(2)  感染症対策等の院内感染防止対策に係る研修を修了した常勤の歯科医師が１名以上配置されていること。 

(3) 口腔内で使用する歯科医療機器等に対する、患者ごとの交換や専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理を徹底する等
の十分な感染症対策を講じていること。 

(4)  感染症患者に対する歯科診療に対応する体制を確保していること。 

(5)  院内感染防止対策に関する研修を定期的に受講していること。 

(6) 当該保険医療機関の見やすい場所に、当該医療機関で取り組んでいる院内感染防止対策等、歯科診療に係る医
療安全対策を実施している旨の院内掲示を行っていること。 

(7) 院内感染防止対策等の体制を地方厚生局長等に報告していること。 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  

歯科初診料、歯科再診料の見直し③ 

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進② 



 「歯科初診料の注１に規定する施設基準」の新設に伴い、歯科外来診療環境体制加算の見直しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

歯科外来診療環境体制加算の見直し① 

現行  

歯科外来診療環境体制加算              25点 
再診料歯科外来診療環境体制加算         5点 

【施設基準（抜粋）】 
(1) 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故、感染症 

対策等の医療安全対策に係る研修を修了した常勤
の歯科医師が１名以上配置されていること。 

（中略） 
(5) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患者

ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌処理
を徹底する等十分な感染症対策を講じていること。 

(6) 感染症患者に対する歯科診療について、ユニット
の確保等を含めた診療体制を常時確保していること。 

（中略） 
(8) 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時に

おける連携保険医療機関との連携方法やその対応
及び当該医療機関で取り組んでいる院内感染防止
対策等、歯科診療に係る医療安全管理対策を実施し
ている旨の院内掲示を行っていること。 

改定後 

（新）  歯科外来診療環境体制加算1         23 点 
（新）  再診料歯科外来診療環境体制加算1      3 点 

【施設基準（抜粋）】 
(1) 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故等の医療安

全対策に係る研修を修了した常勤の歯科医師が１名以
上配置されていること。 

（中略） 
(5) （削除） 
(6) （削除） 
（中略） 
(8) 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時におけ

る連携保険医療機関との連携方法やその対応等、歯科
診療に係る医療安全管理対策を実施している旨の院内
掲示を行っていること。 

 平成30年９月30日までの間における区分番号Ａ０００の１については、「237点」とあるのは「234点」、同注９については、「23点又は25点」とある
のは「25点」、区分番号Ａ００２の１については、「48点」とあるのは「45点」、同注８については、「３点又は５点」とあるのは「５点」とする。 

［経過措置］ （再掲） 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進④ 



外来環 

歯科初診料 
234点 

外来環＋ 
歯科初診料 

259 点 

【現行】 

外来環 25点 
外来環 

歯科初診料 
226点 

外来環 23点 

【改定後（H30.10.1～）】 

－8点 

＋3点 

歯科初診料 
237点 外来環 

未届出施設 
外来環 
届出施設 

外来環 
届出施設 

新施設基準 
届出施設 

新施設基準 
未届出施設 

改定イメージ （歯科初診料を算定する医療機関） 

外来環＋ 
歯科初診料 

260 点 

外来環 

歯科再診料 
45点 

外来環＋ 
歯科再診料 

50 点 

外来環 5点 

歯科再診料 
41点 

外来環 3点 

歯科再診料 
48点 

外来環 
未届出施設 

外来環 
届出施設 

外来環 
届出施設 

新施設基準 
届出施設 

外来環＋ 
歯科再診料 

51 点 

外来環 

－4点 

＋3点 

（歯科初診料） 

（歯科再診料） 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  

歯科初診料、歯科再診料の見直し② 

歯科外来診療における院内感染防止対策の推進⑥ 



１．院内感染防止対策の推進 

２．地域包括ケアシステムの構築の推進 
 (1) かかりつけ歯科医の機能の評価 

 (2) 周術期等の口腔機能管理の推進 

 (3) 在宅歯科医療の推進 

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

 (1) 医学管理関連 

   ①ライフステージに応じた口腔機能管理  

   ②全身的な疾患を有する患者への対応 

 (2) 検査関連 

 (3) 処置、手術関連 

 (4) 歯冠修復及び欠損補綴関連 

 (5) 歯科矯正関連 

４．特定薬剤の算定方法の見直し 

５．特定保険医療材料の機能区分の見直し 

６．その他 （附帯意見、経過措置） 
 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築と 
医療機能の分化・強化、連携の推進 

平成30年度診療報酬改定 

平成３０年度診療報酬改定の概要（歯科） 

Ⅱ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で 
納得できる質の高い医療の実現・充実 

本日の内容 

 １．かかりつけ歯科医の機能の評価 

 ２．周術期等の口腔機能管理の推進 

 ３．質の高い在宅医療の確保 

 １．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

  １－１） 院内感染防止対策の推進 

   １－２） ライフステージに応じた口腔機能管理の推進 

   １－３） 全身的な疾患を有する患者に対する 

        歯科医療の充実 

   １－４） 歯科固有の技術の評価 

        ・既存技術の実態にあわせた見直し  

        ・新規医療技術の導入 

         （医療技術評価分科会、先進医療会議） 

        ・区分C2(新機能・新技術)で保険適用された    

         新規医療技術の技術料新設 

        ・既存技術の評価の見直し 
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かかりつけ歯科医機能評価の充実 

• かかりつけ歯科医とかかりつ
け医の間の情報共有の評価 

歯科訪問診療 
への移行 

情報共有 
・連携 

かかりつけ歯科医機能をより一層推進する観点から、
かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の見直し
や、かかりつけ医との情報共有・連携の評価を行う。 

•  在宅療養支援歯科診療所
との連携を評価 

連携 

• 外来から歯科訪問診療に
移行した場合を評価 

連携 

•  在宅医療、介護に関する連
携等を評価 
•多職種連携の評価 等 

迫
井
歯
科
医
院 

• かかりつけ歯科医機
能強化型歯科診療所
の施設基準の見直し 
 

•  学校歯科医等の実績を評価 

•  研修内容の
見直し 

・歯科疾患の継続管理 
 小児の口腔機能管理 
・高齢者の口腔機能管理 
・緊急時の対応 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅰ地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進 

http://1.bp.blogspot.com/-jASHTjY6Ln0/ViipCXLrrUI/AAAAAAAAzuM/kStbjG9nErA/s800/medical_haisya_building.png
http://4.bp.blogspot.com/-QhV91eEE8ms/UZ2U537QLOI/AAAAAAAATpk/n5gGu_PitTY/s800/haisya.png


 

 医科歯科連携を推進する観点から、歯科診療を行う上で必要な診療情報や処方内容等の診療
情報について、かかりつけ医との間で共有した場合の評価をそれぞれ新設する。 

(新)  診療情報連携共有料              120点 【医科点数表、歯科点数表】     
     

       
 
             
      ［対象患者］ 
      慢性疾患を有する患者又は歯科治療を行う上で特に全身的な管理の必要性を認め検査値や診療情報を確認する必要がある患者 

［算定要件］【歯科点数表】 

• 当該患者の同意を得て、別の保険医療機関に当該患者の診療情報の提供を文書により求めた場合に算定 

• 保険医療機関と連携を図り、必要に応じて問合せに対応できる体制（窓口の設置など）を確保していること 

• 保険医療機関ごとに患者１人につき、診療情報の提供を求めた日の属する月から起算して３月に１回に限り算定する。 

• 診療情報提供料（Ⅰ）により紹介した月から起算して３月以内に、同一の保険医療機関に対して当該患者の診療情報の提供を求めた 

場合において、診療情報連携共有料は別に算定できない。 

 

 
 

      

かかりつけ歯科医の機能の評価① 

医科歯科連携の推進 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅰ地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進 

医科の保険医療機関と歯科の保険医療機関の間で診療情報を共用することにより、質の高い診療が
効率的に行われることを評価するもの。 

【かかりつけ医】 【かかりつけ歯科医】 

診療情報（検査値、薬剤情報等）の問合せ 

診療情報（検査値、薬剤情報等）の提供 

http://1.bp.blogspot.com/-jASHTjY6Ln0/ViipCXLrrUI/AAAAAAAAzuM/kStbjG9nErA/s800/medical_haisya_building.png
http://4.bp.blogspot.com/-QhV91eEE8ms/UZ2U537QLOI/AAAAAAAATpk/n5gGu_PitTY/s800/haisya.png


１．院内感染防止対策の推進 

２．地域包括ケアシステムの構築の推進 
 (1) かかりつけ歯科医の機能の評価 

 (2) 周術期等の口腔機能管理の推進 

 (3) 在宅歯科医療の推進 

３．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

 (1) 医学管理関連 

   ①ライフステージに応じた口腔機能管理  

   ②全身的な疾患を有する患者への対応 

 (2) 検査関連 

 (3) 処置、手術関連 

 (4) 歯冠修復及び欠損補綴関連 

 (5) 歯科矯正関連 

４．特定薬剤の算定方法の見直し 

５．特定保険医療材料の機能区分の見直し 

６．その他 （附帯意見、経過措置） 
 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築と 
医療機能の分化・強化、連携の推進 

平成30年度診療報酬改定 

平成３０年度診療報酬改定の概要（歯科） 

Ⅱ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で 
納得できる質の高い医療の実現・充実 
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本日の内容 

 １．かかりつけ歯科医の機能の評価 

 ２．周術期等の口腔機能管理の推進 

 ３．質の高い在宅医療の確保 

 １．口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への
対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進 

  １－１） 院内感染防止対策の推進 

   １－２） ライフステージに応じた口腔機能管理の推進 

   １－３） 全身的な疾患を有する患者に対する 

        歯科医療の充実 

   １－４） 歯科固有の技術の評価 

        ・既存技術の実態にあわせた見直し  

        ・新規医療技術の導入 

         （医療技術評価分科会、先進医療会議） 

        ・区分C2(新機能・新技術)で保険適用された    

         新規医療技術の技術料新設 

        ・既存技術の評価の見直し 



歯科矯正に関連する技術の新規導入と既存技術の見直し① 

対象疾患の追加等 

現行  

【歯科矯正の対象となる疾患】 
・別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常 

・顎変形症（顎離断等の手術を必要とするものに限る。） 

改定後 

【歯科矯正の対象となる疾患】 
・別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常 

・前歯３歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常 

 （埋伏歯開窓術を必要とするものに限る。） 

・顎変形症（顎離断等の手術を必要とするものに限る。）           

現行  

【別に厚生労働大臣が定める疾患（抜粋）】 
（３） 鎖骨・頭蓋骨異形成 
（４） トリチャーコリンズ症候群 

改定後 

【別に厚生労働大臣が定める疾患（抜粋）】 
［標記の修正例］ 
（３） 鎖骨頭蓋骨異形成 
（４） トリーチャ・コリンズ症候群  
  ※他にも同様の修正あり。留意事項通知参照のこと 

［追加］ 
 （13） 脊髄性筋萎縮症 
 （53） その他顎・口腔の先天異常 

     顎・口腔の奇形、変形を伴う先天性疾患であり、
当該疾患に起因する咬合異常について、歯科矯
正の必要が認められる場合に、その都度当局に
内議の上、歯科矯正の対象とすることができる。 

 歯科矯正の対象となる疾患の追加と疾患名の標記の見直しを行う。 
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  



 歯科矯正の対象となる疾患の追加に伴う技術を導入する。 

（新） 牽引装置（１個につき）                            500点 

［対象］ 
 ・歯科矯正診断料を算定した患者であり、前歯３歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常を認めるもの 

［算定要件］ 
 ・埋伏歯開窓術を行った歯に対して、当該装置を装着して埋伏永久歯を牽引して歯科矯正治療を実施する場合に算定する。 

 
 

 スライディングプレートについて、臨床実態にあわせた見直しを行う。 

（新） スライディングプレート（１装置につき）                 1,500点 

［算定要件］ 
 ・動的処置時において、外傷性咬合の予防、下顎歯列の補隙、永久歯の萌出量の調整、咬合挙上を目的として装着する場合 
 ・印象採得、咬合採得、保険医療材料料は、所定点数に含まれ別に算定できない。 

現行  

【リトラクター（１装置につき）】 
注 スライディングプレートを製作した場合は、1,500点
（保険医療材料料を含む。）を所定点数に加算する。 

 

改定後 

【リトラクター（１装置につき）】 
注 スライディングプレートを製作した場合は、1,500点

（保険医療材料料を含む。）を所定点数に加算する。
ただし、この場合において、スライディングプレートは
別に算定できない。           
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平成30年度診療報酬改定 Ⅱ 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の推進  

新規技術の導入 

歯科矯正に関連する技術の新規導入と既存技術の見直し② 



項目  経過措置 

1  歯科初診料、歯科再診料  ・ 平成30年９月30日までの間、従前の点数により算定する。 

2 
 歯科外来診療における院内感染防止対策  

 に係る施設基準 

 ・ 平成31年３月31日までの間、院内感染防止対策に係る研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上  
  配置されているものとみなす。 
  （初診料の注1に規定する施設基準、地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準） 

3 
 院内感染防止対策の届出を行っていない  

 保険医療機関の歯科初診料、歯科再診料 
 ・ 平成30年９月30日までの間、従前の例による。 

4 

 院内感染防止対策の届出を行っていない  

 保険医療機関の歯科訪問診療料の注13 

 に規定する点数 

 ・ 平成30年９月30日までの間、従前の例による。 
 

5 
 院内感染防止対策の届出を行っていない  

 保険医療機関の歯科訪問診療料の減算 

 ・ 平成30年９月30日までの間、適用しない。  

  （歯科訪問診療料の注14に規定する減算） 

6 
 歯科外来診療環境体制加算１、２ 

 再診時外来診療環境体制加算１、２ 
 ・ 平成30年９月30日までの間、従前の点数により算定する。 

7 
 歯科外来診療環境体制加算１、２の 

 施設基準 

 ・ 平成30年３月31日において、歯科外来診療環境体制加算に係る届出を行っている保険医療機関  
  は、平成30年９月30日までの間、歯科外来診療環境体制加算１又は２の施設基準を満たすものと  
  みなす。  

8  かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所 
 ・ 平成30年３月31日時点で、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所を届け出ている診療所につ  
  いては、平成32年３月31日までの間に限り、改定後のかかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の 
  施設基準を満たしているものとみなす。 

9  在宅療養支援歯科診療所２ 
 ・ 平成30年３月31日時点で、在宅療養支援歯科診療所を届け出ている診療所については、平成32  
  年３月31日までの間、在宅療養支援歯科診療所２の施設基準を満たしているものとみなす。 

平成30年度診療報酬改定 

経過措置等について（歯科関係主なもの）     
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【施設基準】 

【施設基準】 

【施設基準】 

【施設基準】 



  
 平成30年４月１日から算定を行うためには、平成30年４月
16日（月曜日）必着までに、届出を行う保険医療機関等の所
在地を管轄する地方厚生（支）局へ届出が必要となりますの
でご注意願います。 

 
 締切日直前に届出が集中することが予想されますので、で
きる限り早期にご提出いただくようお願いします。  
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平成30年度診療報酬改定 

施設基準の届出について 

お願い 



指導・監査に関するお願い 
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ご存じですか？ 診療報酬請求における留意点 

●診療報酬のルールをよく理解し、勝手な解釈に基づいて請求しないようにお願いします。     

●診療報酬点数表をよく確認し、不明な点は厚生（支）局にお問い合わせください。        

 例えば、既に保険適応されている胸腔鏡、腹腔鏡下手術以外で胸腔鏡、腹腔鏡を用いる場合は、

その都度当局に内議し、準用が通知されたもののみが保険適応になります。 

 

●地方厚生（支）局が実施する説明会や指導に出席をお願いします。 

●施設基準の届出事項に変更が生じた場合には速やかに届出を行ってください。 

●個別指導を受けた保険医療機関において、医療コンサルタントが不正請求隠しを指南 

   している等の報道がみられました。仮に、不正請求指南等に関する気づいたことがあれ 

   ば、厚生（支）局に連絡をお願いします。 

診療報酬請求に係るルールの理解を促進し、保険診療や保険調剤の質的向上や適正化の推進を図ることを目
的に指導監査に関する情報が掲載されています。 

〈主な内容〉 

  集団指導用資料、特定共同指導・共同指導における指摘事項、関係法令等 

〈保険診療における指導・監査ＨＰ〉
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/shidou_kansa.html 

 

保険診療における指導・監査のホームページ 
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保険診療とは 

●健康保険法等の医療保険各法に基づく、保険者と保険医療機関との間の公法上の契約  

 である。 

●保険医療機関の指定、保険医の登録は、医療保険各法等で規定されている 保険診療の 

 ルールを熟知していることが前提となっている。 

保険診療として診療報酬が支払われるには 

✔保険医が ✔保険医療機関において ✔健康保険法、医師法、歯科医師法、医療法等の各種

関係法令の規定を遵守し ✔『療養担当規則』の規定を遵守し ✔医学的に妥当 適切な診療を行

い✔診療報酬点数表に定められたとおりに請求を行っている 

療養担当規則とは 

  正式名：『保険医療機関及び保険医療養担当規則』 （厚生労働省令） 

保険医療機関や保険医が保険診療を行う上で守らなければならない基本的な規則 

以下は基本的な内容ですが、念のためのおさらいです。 
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保険医 

●保険医療機関において健康保険の診療に従事する医師は、保険医でなければならない。  

 （健康保険法第６４条） 

●医師の申請に基づき厚生労働大臣が登録。（法第７１条）    

●『厚生労働省令』で定めるところにより、健康保険診療に当たらなければならない。 

 （法第７２条） 

●保険医は、健康保険の診療に関し、厚生労働大臣の指導を受けなければならない。 

 （法第７３条）   

保険医療機関 

 ●病院または診療所の開設者の申請により厚生労働大臣が指定する。 

  （健康保険法第６５条） 

● 『厚生労働省令』で定めるところにより、療養の給付を担当しなければならない。 

   （法第７０条） 

●療養の給付に要する費用の額は、厚生労働大臣が定めるところにより、算定するものとする。 

  （法第７６条） 100 



指導 

●「保険診療の取扱い、診療報酬の請求等に関する事項について周知徹底させること」  

  （指導大綱）   

●指導後の措置（個別指導の場合） 

     概ね妥当 ＜ 経過観察 ＜ 再指導 ＜ 要監査 

 

● 「保険医療機関等の診療内容又は診療報酬の請求について、不正又は著しい 

  不当が疑われる場合等において、的確に事実関係を把握し、公正かつ適切な 

  措置を採ること」 （監査要綱）         

指導、監査等実施状況(平成２８年度) 

●監査を受けた保険医療機関・保険医等 ７４施設  ２６３人 
●登録・指定の取消（取消相当含む）を受けた保険医療機関・保険医等   
  ２７施設  ２１人 
●指導、適時調査、監査により返還を求めた金額は約８９億  
   （医科・歯科・調剤を含む） 

監査 
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